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造の細密化を反映する形で進行する。 このような進化のパターンが念頭に置かれていた。  
もう 1 つは東アジア地域における経済発展段階における格差の存在とその縮小が、 東
アジアの域内貿易構造を規定しているという経験的認識である。 
                                                  




































                                                  

































                                                  

















き両国が貿易すれば A 国から B 国への自動車輸出と B 国から A 国への農産物輸出が行
われ、A 国では自動車の相対価格が、B 国では農産物の相対価格が上昇する。 
A 国内における自動車の単価を Paut、 農産物の単価を Pagr、 単位賃金と単位地代は両
産業において共通でそれぞれω、ｒ、自動車一単位、農産物一単位の生産に投入される
労働と土地の数量をそれぞれ Laut、Lagr、Ｓaut、Ｓagrとすれば 
Paut＝Laut・ω＋Ｓaut・ｒ  Laut／Ｓaut＞１＞Ｓaut／Laut 
































































































































































































                                                  










































                                                  
11  大鹿・藤本(2006)  両氏からのデータ提供がなければ、本稿の分析は不可能であり、両氏
に深く感謝したい。  12
図２ 



























回数を P とすると、P は、０～N２（Ｎ－１）／2 の値をとる。12 
                                                  













今、ある製品の生産工程を地理的に A 国と B 国に分離し、それぞれ s1～ｓi と si＋
１～ｓｎのモジュールを A 国と B 国のプロダクシャン・ブロックで生産するとした場合




０≦PB≦ N (Ｎ－ｉ) (Ｎ－ｉ－1)／２ 
今簡単のために全てのモジュールの摺り合せ回数を共通として、摺り合わせ度をｐ






















































と A 国内及び B 国内における摺り合わせに必要な労働投入量をそれぞれＬA、   ＬB とす





に近い値をとると考えられる。サブモジュール sｉ、sj が同一の国内にある場合の 1回












































今、X、Y の 2 財の製品と一生産要素（労働）のＡ国を考え、ａｘ、ａｙをそれぞ
れＸ財、Ｙ財の労働生産性の逆数とするとＡ国における生産可能曲線は、 
ａｘ・Ｘ＋ａｙ・Ｙ＝Ｌ  但しＬはＡ国における労働の総量。 
これを図示すると 
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Ｌ／ａｘ２  図 7 
Ｌ／ａｘ１ 















考えることができ、前述した摺り合わせ回数の増加(α＋β－１)  ｐｉN (Ｎ－ｉ)に伴う
労働投入の増加が主要なものとなる。 
ａｘ<ａｘ１＋ａｘ２であると仮定すると、個々の企業が生産可能曲線のどの位置
を選択するかは、X 財、Z 財の国際価格に依存している。これらをそれぞれ Pｘ、Pｚと
すると、 
（１）Pｚ> Pｘ・ａｘ１／ａｘの場合 
中間財 Z の生産に特化する（X 財を輸入に依存する）ことが合理的である。 
（２） P ｘ・ａｘ１／ａｘ>Pｚ> Pｘ・ （ａｘ－ａｘ２）／ａｘの場合 
中間財 Z の生産を行わず、 中間財 Z を使用しない従来の技術によって X 財を生
産することが合理的である。  19
（３）Pｘ・ （ａｘ－ａｘ２）／ａｘ>Pｚの場合 
中間財 Z を輸入して X 財を生産することが合理的である。 
 
したがって、 モジュール化の進展を通じて、 生産工程の地理的分割に伴う摺り合わせ














前述したリカード・モデルにおいて A 国において Pｚ> Pｘ・aｘ１／ax であると同
時に、B 国において Pｘ・ （ｂｘ－ｂｘ２）／ａｘ>Pｚ（ｂｘ、ｂｘ２はaｘ、ax２
に対応し、A、B２カ国しか存在しない状況を想定する。 ）である状況を想定すると、モ
ジュール化の影響のみを考えれば、A 国では中間財 Z の生産に特化し、B 国では中間財
Z を輸入して X 財を生産することに特化することが最も合理的であると考えられる。こ
の場合は A 国と B 国の貿易では、 Z  財と X 財の産業間分業の形が現れることになる。 部
分均衡モデルを前提にいくつかの場合分けを行ってみる。 
今 i 国で k 財を n 個作るのに必要な労働投入をｆk i (n)、i 国における賃金をωi、簡
単のため移動に伴う投入は全て輸入国で行うとし、 j 国から i 国に k 財を n 個移転させる
のに必要な労働投入及びそれに伴う生産工程に直結しないあらゆる労働投入をｇk ji (n)、
（ｇkj i i (n)＝0 とする。 ）k 財の中間財 k-1 財（k-1 財の中間財は k-2 財）についても同 20
様にｆk-1 i (n)、ｇk-1 ji (n)とする。k 財１単位は k-1 財１単位を中間財として製造され
るとする。 
このときωiｆk i (n)＝F k i (n)は、 i 国で k 財を n 個作るのに必要な費用、 ωiｇk ji (n)
＝G k ji (n)は、 j 国から i 国に k 財を n 個移転させるのに必要なあらゆる費用と定義でき
る。i1国で k 財を n 個調達するのに必要な最小の平均費用C k i1 (n)／n は 
C k i1 (n)／n  ＝min i2〔F ki2(n)／n  ＋ G  k i2i (n)／n〕＋min i3〔F k-1i3 (n)／n＋ 
G k-1‘i3i 2(n)／n〕＋・・・+ min ik〔F 0 ik (n)／n＋ G  0 ik‘ik‘-1(n)／n〕 
（min i2〔F ki2(n)／n  ＋ G  k i2i (n)／n〕は、 〔F ki2(n)／n  ＋ G  k i2i (n)／n〕の値
を最も小さくする i2を選んだときの〔F ki2(n)／n  ＋ G  k i2i (n)／n〕の値） 
最終財 X その中間財 Z  の 2 財、A  、 B 2 カ国の場合について n が一定以上の大きさ








FXB+GXBA+ min〔FZB，FZA+GZAB〕 〕 
X 財  Z 財 
A 国における調達費用 
Min〔FXB+min〔FZB，FZA+GZAB〕 ， ，
FXA+GXAB+ min〔FZA，FZB+GZBA〕 〕 
 
A 国、 B 国それぞれに X 財について一定の規模以上の最終需要があるとき、 FXA、 FZB





                                                  
14  マトリックス内の式は平均費用 C k i1 (n)／n の式と少し異なっている。平均費用C k i1 










が強化され易い。 15  16  その結果、 2 国間貿易は補完的な構造を取ることとなり易いと考
えられる。(ケース１) 








も考えられる。17  Z  財に国際価格の異なる Z1  財と Z 2財（Z1  の国際価格>Z 2の国際
価格で、Z1  財と Z 2財は相互に非代替的とする。 ）のバリエーションがあり、それぞれを
中間財として国際価格の異なる X１財と X2財ができ（X１財の需要と X2財の需要は非代
替的とする。 ） 、国毎の所得水準の違い等から A 国では X１財が、B 国では X2財が選好さ
れるとする。(ex.2   F Z1A＝3.5、FZ1B＝5.5、FZ2A＝3、FZ2B＝5、FX1B＝FX2B＝3、FX1A
＝FX2A＝4、GZ1AB＝GZ1BA＝GX1AB＝GX1BA = GZ2AB＝GZ2BA＝GX2AB＝GX2BA = 1)  一定
以下の生産量ではスケール・メリットが著しく害されるとすると、Z1  財と Z 2財の生産







た差別化戦略をとることは差別化を実現するための選択肢の 1 つと考えられる。 









は A 国で行うことが合理的であるが、X１財と X2財の生産は A 国で行っても、B 国で行
っても同じになる。 この場合 A 国における X2財の需要及び B 国における X１財の需要が
生産のスケール・メリットを害する程度に小さい場合は X１財の一部を A 国から B 国に
輸出し、X2財の一部を B 国から A 国に輸出することが合理的になる。このとき A 国と












位性を巡る競争が中心となる高付加価値品市場との分化が起き易い。 （ケース 3） 
他方、比較的インテグラルな構造にある中間財の水平的差別化が、最終製品の水平的
差別化を生み出し、水平的な分業が行われ、貿易構造もこれを反映した構造になること
も考えられる。 18  Z  財に国際価格のほぼ等しい Z1  財と Z 2財のバリエーションがあり、
それぞれを中間財として国際価格のほぼ等しい X１財と X2財ができ、国毎の嗜好性の違
い等から A 国では X１財が、B 国では X2財が選好されるとする。  前述の場合と同じよ
うに Z  財について産業間分業が合理的であったとしても、X 財の生産は最終需要地で行
うことが合理的である場合が考えられる。 （ex. 3  FZ1A＝FZ2A＝3、 FZ1B＝FZ2B＝5、 FX1B
＝FX2B＝3、FX1A＝FX2A＝4、GZ1AB＝GZ1BA＝GX1AB＝GX1BA = GZ2AB＝GZ2BA＝GX2AB
＝GX2BA = 1）このような場合、一定以下の生産量ではスケール・メリットが著しく害さ
れるとすると A 国の限られた X2財への需要に対しては、 B 国からの輸入を充て、 逆に B
国の限られた X１財への需要に対しては A 国からの輸入を充てることになり、A 国と B




























＝3、 FX1A＝FX2B＝4、 GZ1AB＝GZ1BA＝GX1AB＝GX1BA = GZ2AB＝GZ2BA＝GX2AB＝GX2BA = 
1（ex.４）と置くと、Z  財については垂直的産業内貿易が、X 財については、 （A 国、B
国それぞれにおける X１財、X2財の需要規模が X１財、X2財生産のスケール・メリット
を害するほどに小さなものを超える場合） 消費地において生産することが合理的となる。
他方、Z  財中間財市場出現前の状態を、Z1  財と X１財、Z 2財と X2財はそれぞれ一体を
なし、工程の地理的分離が困難であったとする。このとき A 国、B 国それぞれで、ゼロ
からXi財を作るコストがex.４で示したA国でZi  財とXi財を作る費用の合計と等しく、
X 財の移動等の費用も等しかったとすると、X 財については消費地での生産が合理的と
なる。この場合 Z  財の貿易は存在しない。これを逆から見るとモジュール化の進展を通

















化係数ベクトルの計測を行った。本稿では、貿易統計で対象とした 1995 年から 2003 年
の 9 年間、それぞれの品目のアーキテクチャのモジュール化度は不変あるいは少なくと
も上記の３つのグループ構成の変化はないと仮定した。言い換えればアンケート調査が






もののうち貿易単価の閾値を 25%として、 単価の差が 25%以下のものと 25%を越えるも
のの比率を求め、前者を水平的産業内貿易、後者を垂直的産業内貿易とした。21 










20  国連統計局が作成した UN comtrade(UN Commodity Trade Statistics Database) 
1995-1999 と 1999-2003 を使用した。国連統計局のデータは、ある品目の 2 国間貿易につい
て 5 年単位であらゆる年が 5 万ドル未満であった場合は、掲載しないというルールを採用し
ている。したがってしばしば指摘されるように、産業間貿易のウエイトが過大に評価される
可能性が高い。時系列変化に着目した場合はこの問題をある程度補正できる。 
21 M abi を i 財の a 国の b 国からの輸入金額、Uabi を Mabi の単価とすると以下の通り。 
産業間貿易(One Way Trade)は 
Mabi／ M bai＜1/10 又は M abi／ M bai＞10 の場合 
垂直的産業間貿易(Vertical Intra-Industry Trade)は、 
1/10≦Mabi／ M bai≦10 かつ Uabi／ U bai＜0.75 
又は 1/10≦Mabi／ M bai≦10 かつ Uabi／ U bai＞1.25 の場合  25





5.  実証分析の結果 
 
図 10-1 から図 13 は 1995 年から 2003 年の東アジア 9 カ国の 2 国間貿易を 3 段階の
モジュール化レベルの商品貿易に分けして計算した結果を異なる方法でプロットしたも














                                                                                                                                                    
水平的産業間貿易(Horizontal Intra-Industry Trade)は、 










の 9 カ国。インドネシア・シンガポール間の 2 国間貿易のデータが極めて不完全であったた
め、それ以外の 35 通りの 2 国間貿易について計算した。なお、フィリピンの 95 年、タイの




図 10-1  東アジア地域における貿易構造の推移 
 
 




図 10-3  東アジア地域における貿易構造の推移(98～2000) 
 
図 10-4  東アジア地域における貿易構造の推移(2001～2003)  28
 





他方、図 12 はモジュール化レベルに着目し、3 段階に色分けしてプロットしたもの
である。これらの図から読み取れる特長は、(1)水平的産業内分業の発達はモジュール化
レベル中位の品目の貿易においてやや高い発達が見られるものの、全体に発達の程度は












図 12-1  東アジアにおけるモジュール・レベル別の貿易構造 
 
図 12-2  東アジアにおけるモジュール・レベル別の貿易構造  30
 
 
図 12-3  東アジアにおけるモジュール・レベル別の貿易構造 
 
  31
図 12-4  東アジアにおけるモジュール・レベル別の貿易構造 
 
 
図 13  東アジア地域におけるモジュール化レベル別の貿易構造の変遷 
 





図 14  日本と東アジア地域の貿易におけるモジュール化レベル毎の貿易構造の推移 
 












































































































































関係は日本と東アジア各国等とのものとはかなり異なるものになっている。 図 22 から図





















































































の貿易構造をプロットしたものが、図 28 から図 30 である。日本と中国、日本と韓国、 40



















図 28  モジュール化レベルが最も低い品目における貿易構造の推移の比較 
  41
 
図 29  モジュール化レベルが中位の品目における貿易構造の推移の比較 
 
図 30  モジュール化レベルが最も高い品目における貿易構造の推移の比較 
 
  42
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   H S   C o d e      H S   C o d e  
セメント 
252310 252321 252329 
252330 252390 
マルチスティショントラン
スファーマシン  845730 
医薬品  293629 294110  機械プレス  846241  846241 
その他の写真感光材料  370310  入出力装置  847192 
カラー印画紙  370320  外部記憶装置  847193 
その他の無機化学工業
製品  381512 381590  端末装置  847199 
エポキシ樹脂  390730  軸受 
848210 848220 848230 
848240 848250 848280
ウレタンフォーム  390950  小形電動機  850110 
プラスチック製パイプ  391739  電子交換機  851730 
プラスチック製フィルム・
シート  392190  磁気テープ  852311 
プラスチック製建材  392590  固定コンデンサ  853224 
合成ゴム  400299  電磁リレー  853641 
工業用ゴム製品  401610  スイッチ  853650 
合成繊維（長繊維） 
540210 540220 540231 
540232 540233 540241 
540242 540251 540252 
540261 540262 550130 コネクタ  853690 
その他のファインセラミ
ックス  690919  その他の集積回路  854220 
板ガラス  700510  電気測定器  854320 
ガラス基礎製品  701120 701190  小型乗用車  870322 870323 
ブリキ  721210  普通乗用車  870324 
普通鋼線材 
721713 721719 721723 
721729 721733 721739 小型トラック  870421 
特殊鋼熱間圧延鋼材  722620 722710  普通トラック  870422 
超硬チップ  820730 
駆動伝導・操縦装置部
品  870893 
特殊鋼切削工具  820760  フォークリフトトラック  870911  46
超硬チップ  820780 820790 820900
二輪自動車（125ml 以
下）  871110 
機関部品  840999 841330  二輪自動車（125ml 超） 871150 
圧縮機  841410 841440 841480 その他の電子部品  901380 
エレベータ  842810  電気測定器  903039 
製版機械  844220  半導体・ＩＣ測定器  903089 
印刷機械  844311 844319 844356 精密測定機  903180 
織機  84462 844629 8446301
電池式ウオッチ（完成
品)他  910211 910212 910219
ユニットコンストラクショ




   H S   C o d e      H S   C o d e  
皮膚用化粧品  330499  セパレート形エアコン  841582 841583 
カラーロールフィルム  370254  電気冷蔵庫  841821 841822 841829
ポリスチレン  390319  反応用機器  841950 
ポリアミド系樹脂成形材
料  390810  機関部品  84213 
プラスチック製フィルム・
シート  391910 391990 392119 クレーン 
842611 842619 842620 
842630 842691 842699
プラスチック製板  392041  はん用コンピュータ  847120 847191 
強化プラスチック製品  392210  射出成形機  847710 
ゴムホース 
400910 400920 400930 
400940 400950  粉末や金製機械材料  848299 
自動車用タイヤ  401110  一般用エンジン発電機 
850161 850162 850163 
850164 850211 
合成繊維織物（長繊維） 
540710  540720 540730 
540741 540742 540743 
540744 540751 540752 
540753 540754 540760 
540771 540772 540773 
540774 540781 540782 
540783 540784 540791 
540792 540793 540794  ＤＶＤ－ビデオ  852190  47
580132 580133 580134 
580135 580136 580220 
580230 580390 580500
不織布  560300  携帯電話  852520 
安全ガラス  700721  カラーテレビ  852810 
特殊鋼熱間圧延鋼材 
721320 721331 721339 
721341 721349 721350 
721430 721440 721450 
721460 721711 721721 
721731  電子回路基板  853400 
橋りょう  730810  水晶振動子  854160 
ガラス短繊維製品  791990  シャシー・車体部品  870821 
特殊鋼切削工具  820740  シャシー・車体部品  870829 
超硬チップ  820750  鋼船  890130 890190 
パッケージ形エアコン  841581 
フラットパネル・ディスプ
レイ製造装置  903081 
 
モジュール化レベルが最も高い品目のグループ 
   H S   C o d e      H S   C o d e  
食用油  151529  舶用ディーゼル機関  840810 
コーヒー・茶系飲料  210110 210120  はん用内燃機関  840890 
炭酸飲料  220210 220290  ポンプ  841311 841319 
ビール  220300  油圧機器  841350 841360 
発泡酒  220600  ポンプ  841370 841381 
ウイスキー  220820 220890  コンデンシングユニット  841861 
焼酎  220890  分離機器  842119 
か性ソーダ  281511 281512  ショベル系掘削機械  842951 842952 842959




レイ製造装置  845690 
塩化ビニル樹脂  390410  マシニングセンタ  845710 
ふっ素樹脂  390461 390469  研削盤 
846011 846019 856021 
846029 846031 846039 48
ポリアミド系樹脂成形材
料  390890  電力変換装置  850440 
フェノール樹脂  390940  電子レンジ  851650 
発泡プラスチック製品 
392061 392062 392063 
392069  カーステレオ  851999 
ゴムベルト  401010 401091 401099 ビデオカメラ  852530 
工業用ゴム製品  401699  カーナビゲーション  852691 
耐火れんが  690390  カーステレオ  852721 
板ガラス  700311  固定コンデンサ  853225 
ガラス基礎製品  701090  電力変換装置  853590 
普通鋼鋼板  720890 
プログラマブルコントロ
ーラ  853630 
ティンフリースチール  721020 721050 721250 銅電線 
854411 854420 854430 
854441 854449 854451 
854459 854460  
電気銅  740311 
駆動伝導・操縦装置部
品  870840 
アルミニウム圧延製品 
760410 760421 760429 
760511 760521 760529 
760611 760612 760691 
760692 760810 760820  鋼船  890600 
飲料用アルミニウム缶  761210 760290 
フラットパネル・ディスプ
レイ製造装置  901020 903140 
水管ボイラ  840211 840219  パソコン  999999 
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付図　東アジア地域の貿易におけるモジュール化レベルごとの
シェアの推移
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